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 東日本大震災により滅失し、又は損壊し
た償却資産の所有者等が一定の区域内に当
該滅失し、若しくは損壊した償却資産に代
わるものと市町村長が認める償却資産を取
得した場合の当該償却資産又は当該損壊し
た償却資産を改良した場合の当該改良され
た部分に係る固定資産税の課税標準の特例
措置について、その対象となる者の範囲等
の細目規定を、必要な経過措置を講じた上、
廃止する。（附則第三十三条、改正令附則第
六条関係）
 物資の流通の効率化に関する法律に規定
する総合効率化事業者が、総合効率化計画
に基づき実施する流通業務総合効率化事業
により取得した一定の家屋及び償却資産に
係る固定資産税及び都市計画税の課税標準
の特例措置について、その対象となる特定
貨物自動車中継輸送施設及び構築物の細目
を定める。（附則第十一条関係）
 都市再生特別措置法に規定する認定事業
者が認定事業により取得した一定の公共施
設等の用に供する家屋及び償却資産に係る
固定資産税及び都市計画税の課税標準の特
例措置について、次のとおり見直す。（附則
第十一条関係）
イ その対象となる認定事業のうち事業区
域の全部又は一部が特定都市再生緊急整
備地域内にあるものの要件に事業区域内
において整備される公共施設の用に供さ
れる土地の面積の当該事業区域の面積の
うちに占める割合が百分の十以上である
ことを加える。
ロ その対象資産の範囲を都市の居住者の
利便の向上に資する施設又は都市の魅力
の向上及び国際競争力の強化に資する施
設とする。

 新築住宅等に係る固定資産税の減額措置
について、適用対象となる一定の災害危険
区域、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危
険区域、土砂災害特別警戒区域又は浸水被
害防止区域の区域内にある住宅のうち建替
えにより新築された住宅の細目を定める。
（附則第十二条関係）

６ 軽自動車税
軽自動車税の環境性能割を廃止することに
伴う所要の規定の整備を行う。（第三章第二節
の二関係）
７ 国民健康保険税
 基礎課税額に係る課税限度額を六十七万
円（改正前は六十六万円）に引き上げ、子
ども・子育て支援納付金課税額の課税限度
額を三万円とする。（第五十六条の八十八の
二関係）
 低所得者に対し被保険者均等割額及び世
帯別平等割額を減額する基準について、五
割（四割・三割）減額の対象となる所得の
算定において被保険者等の数に乗ずべき金
額を三十一万円（改正前は三十万五千円）
に、二割減額の対象となる所得の算定にお
いて被保険者等の数に乗ずべき金額を五十
七万円（改正前は五十六万円）に引き上げ
る。（第五十六条の八十九関係）
 低所得者に対する減額及び出産被保険者
に対する減額について、十八歳以上被保険
者均等割額を対象に追加する。（第五十六条
の八十九関係）
 世帯に十八歳に達する日以後の最初の三
月三十一日以前である被保険者（以下「十
八歳未満被保険者」という。）がある場合に
おいては、当該世帯の世帯主に対し課する
十八歳未満被保険者につき算定した子ど
も・子育て支援納付金課税額の被保険者均
等割額を減額するものとし、その減額する
額の基準として条例で定める額は、当該市
町村の当該年度分の国民健康保険税に係る
当該被保険者均等割額とする。（第五十六条
の八十九関係）

８ その他
特定徴収金の納付又は納入における一定の
手続が法定納期限に行われた場合において、
法定納期限の特例が適用される税目及び納付
又は納入の期日を定めることとする。（第五十
七条の五の二関係）

第４ 地方特例交付金等の地方財政の特別措置に
関する法律施行令の一部改正
地方特例交付金の内容を変更することに伴

い、特別区財政調整交付金の基準財政収入額の
算定方法の特例を定める規定等について所要の
見直しを行う。（第一条及び第二条関係）
第５ 特別会計に関する法律施行令の一部改正
交付税及び譲与税配付金特別会計借入金のう
ち、七千億円を一般会計に帰属させるとともに、
令和八年度の償還額を増額し、令和三十一年度
までに償還することに伴い、一般会計の負担に
属する公債及び借入金から除かれるものに関す
る規定について所要の見直しを行う。（第四十一
条関係）
第６ 施行期日等
１ この政令は、令和八年四月一日から施行す
る。（附則第一条関係）
２ 所要の経過措置を定める。
３ その他関係政令について所要の改正を行
う。

           

第２ 地方税法施行令等の一部を改正する等の政
令附則第十六条の規定によりなおその効力を有
するものとされた同令第九条の規定による廃止
前の地方法人特別税等に関する暫定措置法施行
令の一部改正

法人の事業税の例により法人の事業税と併せ
て徴収される地方法人特別税について、その納
付における一定の手続が法定納期限に行われた
場合において、法定納期限の特例が適用される
税目の対象とする。（第九条関係）
第３ 特別法人事業税及び特別法人事業譲与税に
関する法律施行令の一部改正
法人の事業税の例により法人の事業税と併せ
て徴収される特別法人事業税について、その納
付における一定の手続が法定納期限に行われた
場合において、法定納期限の特例が適用される
税目の対象とする。（第九条関係）
第４ 森林環境税及び森林環境譲与税に関する法
律施行令の一部改正
市町村長が、森林環境税の納税義務者が特定
非常災害に指定された災害により災害に係る免
除要件のいずれかに該当することが明らかであ
ると認める場合には、免除に係る申請書の提出
がなくても、職権により森林環境税を免除する
ことができることとする。（第三条、第四条関係）
第５ その他
その他所要の規定の整備を行う。

第６ 施行期日
この政令は、一部の規定を除き、令和八年四
月一日から施行する。（改正令附則第一条関係）

           

◇地方交付税法等の一部を改正する法律の施行に
伴う関係政令の整備に関する政令（政令第八十
四号）（総務省）
第１ 地方自治法施行令の一部改正
環境性能割交付金の廃止に伴い、特別区財政
調整交付金の基準財政収入額の算定方法を定め
る規定について所要の見直しを行う。（第二百十
条の十二関係）
第２ 地方財政法施行令の一部改正
１ 地方財政法にサービスの提供の在り方の見
直し等による公営企業の廃止に係る地方債の
特例を定める規定を創設することに伴い、当
該地方債の許可手続に係る規定を創設する。
（附則第三条関係）
２ 地方揮発油税の当分の間税率の廃止に伴い
創設される地方揮発油譲与税減収補塡特例交
付金の全額を基準財政収入額に算入すること

に伴い、標準財政規模の算定方法を定める規
定について所要の見直しを行う。（附則第九条
及び第十条関係）
３ その他所要の改正を行う。
第３ 災害対策基本法施行令の一部改正
地方揮発油税の当分の間税率の廃止に伴い創
設される地方揮発油譲与税減収補塡特例交付金
の全額を基準財政収入額に算入することに伴
い、標準税収入額の算定方法の特例を定める規
定について所要の見直しを行う。（附則第四項関
係）

◇関税定率法等の一部を改正する法律の施行に伴
う関係政令の整備等に関する政令（政令第八十
五号）（財務省）
第１ 関税法施行令の一部改正
１ 保税蔵置場等の業務に係る手順及び体制に
関する事項を規定した規則の策定の義務付け
に伴う規定の整備を行う。（第三十五条、第五
十一条の九、第九十二条等関係）
２ 平生港を開港の指定から解除する。（別表第
一関係）
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